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計画相談支援 関連データ（都道府県別：実績） 

単位：％ 【都道府県名の下の数字は順位 進捗率平均96.3% セルフ率平均17.8%）】 

○ 都道府県別 計画相談支援実績 （Ｈ28.9：厚生労働省調べ） 

○ 都道府県別 障害児相談支援実績 （Ｈ28.9：厚生労働省調べ） 

単位：％ 【都道府県名の下の数字は順位 進捗率平均98.8% セルフ率平均29.2%】 

 ↑ 同月の障害福祉サービス・地域相談支援の利用者のうち既にサービス等利用計画を作成しているものの割合 

 ↑ 同月の障害児通所支援の利用者のうち既に障害児支援利用計画を作成しているものの割合 

34.1  1.0  7.5  26.5  0.4  0.6  18.7  2.3  4.2  2.9  16.7  17.9  23.7  48.8  1.1  1.9  0.6  0.9  2.7  0.2  1.5  9.0  17.0  9.1  11.5  22.2  45.1  23.0  12.2  4.6  3.0  0.5  28.7  19.1  0.4  6.3  0.4  7.6  7.4  11.4  16.4  5.4  2.3  0.5  0.5  1.5  0.7  

94.2  99.5  98.8  97.5  99.2  99.8  96.3  98.3  99.8  99.8  96.6  97.6  94.6  94.2  98.9  97.0  98.0  99.9  99.4  99.0  99.7  96.0  99.4  97.1  
90.4  

86.0  

96.7  86.5  
94.3  99.7  94.7  100.0  97.4  98.8  99.2  100.0  99.8  98.5  

86.8  

95.4  99.7  97.6  98.2  99.6  99.9  99.8  98.1  

0.0

北
海
道
 

青
森
県
 

岩
手
県
 

宮
城
県
 

秋
田
県
 

山
形
県
 

福
島
県
 

茨
城
県
 

栃
木
県
 

群
馬
県
 

埼
玉
県
 

千
葉
県
 

東
京
都
 

神
奈
川
県
 

新
潟
県
 

富
山
県
 

石
川
県
 

福
井
県
 

山
梨
県
 

長
野
県
 

岐
阜
県
 

静
岡
県
 

愛
知
県
 

三
重
県
 

滋
賀
県
 

京
都
府
 

大
阪
府
 

兵
庫
県
 

奈
良
県
 

和
歌
山
県
 

鳥
取
県
 

島
根
県
 

岡
山
県
 

広
島
県
 

山
口
県
 

徳
島
県
 

香
川
県
 

愛
媛
県
 

高
知
県
 

福
岡
県
 

佐
賀
県
 

長
崎
県
 

熊
本
県
 

大
分
県
 

宮
崎
県
 

鹿
児
島
県
 

沖
縄
県
 

42 14 22 30 17 9 36 24 6 7 35 29 40 43 20 33 27 4 16 19 12 37 15 32 44 47 34 46 41 11 39 1 31 21 18 1 5 23 45 38 10 28 25 13 3 8 26

進捗率 

セルフ率 

進捗率平均 

セルフ率平均 

－53－ 



指定相談支援事業所と相談支援専門員について 
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指定特定・指定障害児相談支援事業所数（経年比較） 

市町村から障害者相談支援事業の委託を

受けていない事業所 

市町村から障害者相談支援事業の委託を

受けている事業所 

※Ｈ23年度以前のデータは、指定相談支援事業所数 
※Ｈ23年4月1日の指定相談支援事業所数は、被災３県を除くデータ。 
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指定特定・指定障害児相談支援事業所に配置されている相談支援専門員の人数（経年比較） 

    

※Ｈ23年度以前のデータは、指定相談支援事業所に配置されている相談支援専門員の人数。 
※Ｈ23年4月1日の相談支援専門員の人数は、被災３県を除くデータ。 
※指定特定・指定障害児相談支援事業所の指定以外に、指定一般相談支援事業所の指定も併せて受けている場合、指定一般相談支援事業所の相談支援の業務に 
  従事する相談支援専門員の人数も含めて計上している。 
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基幹相談支援センターの設置状況（経年比較） 

実施市町村数 

実施率 

基幹相談支援センターの設置状況について 
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基幹相談支援センターの設置率（H28.4時点）  【設置率の全国平均27%】 
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 平成２７年４月から原則として全ての障害児者に専門的な相談支援を実施することとされている中、障害児者の相談支援の質の向上を図るため、

有識者や関係団体で構成する「相談支援の質の向上に向けた検討会」において相談支援専門員の資質の向上や相談支援体制の在り方について幅

広く議論を行い、今後目指すべき方向性をとりまとめた。（平成２８年３月から７月まで計５回開催） 

趣 旨 

「相談支援の質の向上に向けた検討会」における議論のとりまとめ（概要） 

 ① 基本的な考え方について 
  ・ 相談支援専門員は、障害児者の自立の促進と共生社会の実現に向けた支援を実施することが望まれている。そのためには、ソーシャルワークの

担い手としてスキル・知識を高めつつ、インフォーマルサービスを含めた社会資源の改善及び開発、地域のつながりや支援者・住民等との関係構築、
生きがいや希望を見出す等の支援を行うことが求められている。また将来的には、社会経済や雇用情勢なども含め、幅広い見識を有するソーシャ
ルワーカーとしての活躍が期待される。 

 
 ② 人材育成の方策について 
  ・ 相談支援専門員の要件である研修制度や実務経験年数などの見直しを行うとともに、キャリアパスの一環として指定特定相談支援事業だけでな

く、サービス管理責任者や基幹相談支援センターの業務を担うなど、幅広い活躍の場が得られる仕組みを検討するべき。 
  ・ 研修カリキュラムの見直しについては、「初任者研修」及び「現任研修」の更なる充実に加え、指導的役割を担う「主任相談支援専門員（仮称）」の

育成に必要な研修プログラムを新たに設けるとともに、より効果的な実地研修（OJT）を組み込むべき。 
 
 ③ 指導的役割を担う「主任相談支援専門員（仮称）」について 
  ・ 相談支援専門員の支援スキルやサービス等利用計画について適切に評価・助言を行い、相談 支援の質の確保を図る役割が期待されており、基

幹相談支援センター等に計画的に配置されるべき。また、更新研修等も導入すべき。 
  ・ 指導的役割を果たすため、適切な指導や助言を行う技術を習得する機会が確保されるよう、都道府県等が人材育成に関するビジョンを策定する

など、地域における相談支援従事者の段階的な人材育成に取り組むべき。 
 
 ④ 相談支援専門員と介護支援専門員について 
  ・ 障害者の高齢化や「親亡き後」へのより適切な支援を行うため、両者の合同での研修会等の実施や日々の業務で支援方針等について連携を図

るとともに、両方の資格を有する者を拡大することも一案と考えられる。 
 
 ⑤ 障害児支援利用計画について 
  ・ 障害児支援利用計画については、いわゆるセルフプランの割合が高いが、障害児についての十分な知識や経験を有する相談支援専門員が少な

いことが原因の一つと考えられる。これまでの専門コース別研修に加え、障害児支援に関する実地研修などを設けるべき。 

  ・ 市町村においても、障害児を取り巻く状況を十分把握し、評価を加えた上で適切な関係機関につなぐなど十分配慮し、そのために必要な知見の
習得に努めるべき。  

とりまとめのポイントⅠ ～相談支援専門員の資質の向上について～ 
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 ① 相談支援の関係機関の機能分担について 

  ・ 基本相談支援を基盤とした計画相談支援、一般的な相談支援、体制整備や社会資源の開発等の役割について、地域の実情に応じて関係機関が
十分に機能を果たすことが必要である。そのためには、協議会等が中心となって調整を進めるとともに、市町村職員の深い理解や都道府県を中心
に協議会担当者向けの研修会を推進する必要がある。 

  ・ 市町村は、計画相談支援の対象とならない事例や支援区分認定が難しい事例に対しても積極的かつ真摯に対応することが求められており、この
点は相談支援事業者に委託する場合であっても同様であることに留意するべき。 

 
 ② 基幹相談支援センターの設置促進等について 
  ・ 基幹相談支援センターの設置促進に向け、市町村において、障害福祉計画の作成等に際して相談支援の提供体制の確保に関する方策を整理

し、地域の関係者と十分議論することが重要。仮に基幹相談支援センターの設置に一定期間を要する場合でも、基幹相談支援センターが担うべき
役割をどのような形で補完するか市町村において整理するべき。 

  ・ 都道府県においても、障害福祉計画のとりまとめ等の際に、基幹相談支援センターを設置していない市町村に対して相談支援体制の確保に関す
る取り組みをフォローし、必要に応じて広域調整などの支援を行うべき。 

 
 ③ 相談窓口の一元化等について 
  ・ 相談支援の関係機関の相談機能の調整にあたっては、必要に応じて地域包括支援センター等との連携や相談窓口の一元化なども視野に入れ、

地域の相談体制を総合的に考える視点も必要。 
  ・ こうした取組を進めるにあたっては、すでに一部の地域で先駆的に実施されている取組状況を広く横展開することが有効。 
  ・ 総合的な相談窓口は必要であるが、一方で身近な窓口や専門的な相談機関も求められている。いずれの場合でもワンストップで適切な関係機関

に必ずつながるよう、関係機関間での連携強化を図るなど、各自治体において適した取組を考えるべき。 
 
 ④ 計画相談支援におけるモニタリング及び市町村職員の役割について 
  ・ 計画相談支援におけるモニタリングは、サービス利用状況の確認のみならず、利用者との一層の信頼関係を醸成し、新たなニーズや状況の変化

に応じたニーズを見出し、サービスの再調整に関する助言をするなど、継続的かつ定期的に実施することが重要である。 
  ・ 特に高齢障害者が介護保険サービスへ移行する際には、制度間の隙間が生じないよう相談支援専門員による十分なモニタリングを実施し、その

結果を介護支援専門員によるアセスメントにもつなげるべき。 
  ・ 相談支援専門員一人が担当する利用者の数もしくは一月あたりの対応件数について、一定の目安を設定することも相談支援の質の確保にあ

たっては必要。また、地域相談支援についても、障害者の地域移行を促進する観点から、計画相談支援との連携をより一層有効に進めるべき。 
  ・ 障害福祉サービス等の支給決定の内容がサービス等利用計画案と大きく異なる場合には、市町村の担当職員や相談支援専門員を中心として地

域の関係者間で調整を行う必要がある。そのため、市町村の担当職員においては、機械的に事務処理を進めることのないよう、相談支援従事者研
修などに参加することなどを通じて一定の専門的知見を身につけ、適切かつ積極的な調整を行うべき。 

とりまとめのポイントⅡ ～相談支援体制について～ 
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（７）障害者虐待の未然防止・早期発見等について 

【平成27年度の障害者虐待に関する調査結果について】 

○ 平成28年12月16日に公表した平成27年度の障害者虐待に関する調査結果では、養護者による虐待は減

少傾向にある一方で、施設従事者等による虐待は増加傾向にあり、平成26年度と比較して相談・通報件数

は24％増加（1,746件→2,160件）、虐待と判断された件数は9％増加（311件→339件）となっている。 
 

   参考：「平成27年度都道府県・市区町村における障害者虐待事例への対応状況等（調査結果）」 

     （ http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000145882.html ） 
 

○ 施設従事者等からの相談・通報件数が増加傾向にあることは、通報義務に関する理解が浸透されつつあ

る状況とも解されるが、適切に虐待通報を行った職員等への不利益な取扱い等がなされないよう、障害者虐

待防止法の趣旨について周知徹底を図るとともに、管理者等の研修受講状況について把握し、未だ研修を

受講していない管理者等に対しては、研修受講の徹底を図られたい。 
 

  ※ なお、これまで地域生活支援事業の任意事業であった障害者虐待防止対策支援事業については、平成29年度予算案において 

   新たに創設された「地域生活支援促進事業」に移行し、５割の補助率を確保し質の高い事業実施を図ることとしている。 

 
 

 

 

 

 

 

  

【成年後見制度の利用促進について】 

○ 平成28年4月に成年後見制度利用促進法が成立し、政府においては平成28年度中に「成年後見制度利用

促進基本計画」を作成することとしている。この基本計画を踏まえ、平成29年度以降は、地方自治体において

計画を作成することが求められており、より一層、成年後見制度の利用促進に向けた取組を図られたい。 
 

  ※ なお、これまで地域生活支援事業の任意事業であった成年後見制度普及啓発事業については、平成29年度予算案において 

   新たに創設された「地域生活支援促進事業」に移行し、５割の補助率を確保し質の高い事業実施を図ることとしている。 
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市区町村 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

虐待の事実
が認められた
事例 
 
 
              
（死亡事例：3
人） 
 
被虐待者数 
1,615人 
 
虐待者数 
1,798人 
 
 

虐待事例に対する措置 

平成２７年度 障害者虐待対応状況調査＜養護者による障害者虐待＞ 

 

相談 
通報  

4,450件 

主な通報 
届出者内訳 

●警察          (21.7%) 

●本人による届出 （21.3%) 

●障害者福祉施設・事業 

 所の職員     (17.6%)  

●相談支援専門員（14.7%） 

●当該市区町村行政職員 

                            (7.9%) 

●家族・親族     (6.3%)      

都道府県 

市区町村に
連絡した事
例 43件  

明らかに虐待でない
と判断した事例 54
件  

97件 

  
  

  4,353件      

 
① 障害福祉サービスの利用      42.9%  
② 措置入所                11.8%  
③ ①、②以外の一時保護        17.5% 
④ 医療機関への一時入院       11.5% 
⑤ その他                           16.2% 
①～⑤のうち、面会制限を行った事例   
                        39.2% 
 
 
① 助言・指導                             68.8% 
② サービス等利用計画見直し    17.5% 
③ 障害福祉サービス以外の 
   サービス利用                    11.4% 
④ 新たに障害福祉サービス利用 11.0% 
 
 
 介護保険サービスを利用、虐待者・被虐待
者の転居、入院中等 

虐待者と分離した人数 659人 

虐待者と分離しなかった人数 721人 

現在対応中・その他 235人 

 
 
   うち、市町村長申立 97人 

成年後見制度の審判請求  126人 

事実確認調査を行った事
例      3,843件 

うち、法第11条に基づく立
入調査  60件 

事実確認調査を行ってい
ない事例  740件 

・明らかに虐待ではな 
 く調査不要  505件 
  ＊都道府県判断の54件を含む 

・調査を予定、又は検 
 討中      111件 

1,593件 

● 性別 
  男性（63.2%）、女性（36.7%） 
● 年齢 
 60歳以上（37.4%）、50～59歳（21.6%） 
 40～49歳（18.2%） 
● 続柄 
 父（22.7%）、母（22.4%）、夫（13.6%） 
   兄弟（12.7%）  

虐待者(1,798人） 
 
 
 
● 性別  男性（36.5%）、女性（63.5%） 
● 年齢 
 40～49歳（21.9%）、20～29歳（19.4%） 
 50～59歳（18.7%） 
● 障害種別（重複障害あり） 
 
 
 
● 障害支援区分のある者 （52.8%） 
● 行動障害がある者 （27.7%） 
● 虐待者と同居 （79.8%） 
● 世帯構成 
  両親と兄弟姉妹（11.7%）、両親（11.5%）、 
  単身（10.8%）、配偶者（9.5%）、配偶者･子（8.2%） 

 

被虐待者（1,615人） 

参考資料１ 

事実確認調査 

43
件 

＊平成26年度に通報・届出があった事案133件を含む 

虐待行為の類型（複数回答） 

身体障害 知的障害 精神障害 発達障害 難病等 

24.5% 49.7% 33.1% 1.2% 2.9% 

家庭における被虐待者と虐待者の人間関係 47.9% 

虐待者の性格や人格（に基づく言動） 42.2% 

虐待者が虐待と認識していない 38.5% 

被虐待者本人の性格や人格（に基づく言動） 34.2% 

被虐待者の介護度や支援度の高さ 21.8% 

家庭における経済的困窮（経済的問題） 21.7% 

市区町村職員が判断した虐待の発生要因や状況（複数回答） 

身体的虐待 性的虐待 心理的虐待 放棄、放置 経済的虐待 

62.3% 4.1% 31.7% 16.1% 25.7% 
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平成２７年度 障害者虐待対応状況調査＜障害者福祉施設従事者等による障害者虐待＞ 

 

相談 
通報 

2,160件 

市区町村 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

主な通報 
届出者内訳 

●本人による届出       
       (22.9%) 
●当該施設・事業 
 所職員  (16.3%) 
●家族・親族     
       (15.7%) 
●設置者・管理者     
        (7.5%) 
●相談支援専門員 
           (6.5%) 

1,824件 
障害者総合支援法等 
による権限行使等※3 

 
・ 施設等に対する指導   231件 
・ 改善計画提出依頼    156件 
・ 従事者への注意・指導  126件 

市区町村による指導等 

 
・ 報告徴収・出頭要請・質問・ 
  立入検査                 180件 
・  改善勧告                   60件 
・  改善命令                    0件 
・  指定の全部・一部停止   4件 
・ 指定取消※4        3件 
・ 都道府県・政令市・中核市等 
    による指導                211件 
 

障害者総合支援法等に
よる権限の行使等 

都道府県  
 
 
 
 

虐待の事実
が認められ
た事例 
              
   
 
  

 

 被虐待者   

  569人※1 

 虐待者 

  411人※2  

 

 

 
  

更に都道府県において事実
確認を行った事例で虐待事
実が認められた事例     
          7件 

都道府県調査により 
虐待の事実が認められ 
た事例     17件  

7件 

17件 

339件 

 
● 性別 
  男性（70.6%）、女性（29.4%） 
● 年齢 
   60歳以上（20.4%）、 40～49歳（20.0%）   
   50～59歳（18.0%） 
● 職種 
  生活支援員 （44.5%） 
  管理者 （10.9%） 
      世話人（7.5%） 
      指導員（6.8%） 
  その他従事者（6.1%）    

 
 
● 性別  男性（66.4%）、女性（33.6%） 
● 年齢 
  30～39歳（23.2%） 、 40～49歳（ 20.0%） 
  20～29歳（19.0%） 
● 障害種別（重複障害あり） 
 
 
 
● 障害支援区分のある者 （70.5%） 
● 行動障害がある者 （28.8%） 

虐待者（411人） 被虐待者（569人） 

※１ 不特定多数の利用者に対する虐待のため被虐待障害者が特定できなかった 
      等の7件を除く332件が対象。 
※２ 施設全体による虐待のため虐待者が特定できなかった13件を除く326件が対象。 
※３ 平成27年度末までに行われた権限行使等。 
※４ 指定取消の3件は、虐待行為のほか人員配置基準違反や不正請求等の違反行為等を
理由として行ったもの。 

参考資料２ 

259件（連絡） 

336件 

事実確認調査を行った事
例 （118件） 

＊平成26年度に通報・届出があった事案11件を含む 
＊監査・実地指導等により判明した事案4件を含む 

＊平成26年度に通報・届出があった事案57件を含む 

  
  
うち、さらに都道府県による事実確認調
査が必要とされた事例  32件  

事実確認調査 （2,140件）  

事実確認調査を行った事例 1,712件 

うち、虐待の事実が認められた事例 
                  359件 

  
  うち、都道府県へ事実確認調査を 
依頼した事例        16件  

事実確認調査を行わなかった事例 428件 

  41件 

315件 

障害者虐待が認められた事業所種別 

身体障害 知的障害 精神障害 発達障害 難病等 

16.7% 83.3% 8.8% 2.3% 0.0% 

教育・知識・介護技術等に関する問題 56.1% 

虐待を行った職員の性格や資質の問題 51.2% 

倫理観や理念の欠如 43.9% 

職員のストレスや感情コントロールの問題 42.0% 

虐待を助長する組織風土や職員間の関係性の悪さ 24.8% 

人員不足や人員配置の問題及び関連する多忙さ 23.0% 

市区町村等職員が判断した虐待の発生要因（複数回答） 

虐待行為の類型（複数回答） 

身体的虐待 性的虐待 心理的虐待 放棄、放置 経済的虐待 

58.1% 14.2% 41.0% 5.3% 7.7% 

障害者支援施設 88 26.0%

居宅介護 9 2.7%

重度訪問介護 3 0.9%

療養介護 1 0.3%

生活介護 43 12.7%

短期入所 11 3.2%

自立訓練 1 0.3%

就労移行支援 5 1.5%

就労継続支援Ａ型 23 6.8%

就労継続支援Ｂ型 49 14.5%

共同生活援助 63 18.6%
一般相談支援事業所及び特定相談支援事業所 1 0.3%

移動支援事業 2 0.6%

地域活動支援センターを経営する事業 2 0.6%

児童発達支援 2 0.6%

医療型児童発達支援 1 0.3%

放課後等デイサービス 35 10.3%

合計 339 100.0%
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成年後見制度の利用の促進に関する法律イメージ図 

地域の需要に対応した成年
後見制度の利用の促進 

成年後見制度の利用に関す
る体制の整備 

１ 保佐及び補助の制度の利用を促進する
方策の検討 

２ 成年被後見人等の権利制限に係る制度
の見直し 

３ 成年被後見人等の医療等に係る意思決
定が困難な者への支援等の検討 

４ 成年被後見人等の死亡後における成年
後見人等の事務の範囲の見直し 

５ 任意後見制度の積極的な活用 

６ 国民に対する周知等 

１ 関係機関等における体制
の充実強化 

２ 関係機関等の相互の緊密
な連携の確保 

成年後見制度の利用の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、「成年後見制度利用促進基本計
画」を策定 

基本計画 

体  制 

基本方針 

この法律の施行後２年以内の政令で定める日に、これらの組織を廃止し、新たに関係行政機関で組織する成年
後見制度利用促進会議及び有識者で組織する成年後見制度利用促進専門家会議を設ける（両会議の庶務は厚生
労働省に）。 

この法律は、公布の日から起算して１月を超えない範囲内において政令で定める日から施行するものとする。 

意見 

 
１ 国の責務 
２ 地方公共団体の責務 
３ 関係者の努力 
４ 国民の努力 
５ 関係機関等の相互の連携 

国等の責務 

 
基本方針に基づく施策を実施するた
め必要な法制上・財政上の措置 
 
成年被後見人等の権利制限に係る
関係法律の改正その他の基本方針
に基づく施策を実施するために必
要な法制上の措置については、こ
の法律の施行後三年以内を目途と
して講ずる 

法制上の措置等 

市町村の措置 
 
国の基本計画を踏まえた計画
の策定等 
 
合議制の機関の設置 

 

都道府県の措置 
・人材の育成 

・必要な助言 

施策の実施状況の公表（毎年） 

その他 

成年後見制度の理念の尊重 
 ①ノーマライゼーション 

 ②自己決定権の尊重 

 ③身上の保護の重視 

１ 地域住民の需要に応じた
利用の促進 

２ 地域において成年後見人
等となる人材の確保 

３ 成年後見等実施機関の活
動に対する支援 

地方公共団体の措置 

援助 

基本理念 

 
１ 組織 
会長：内閣総理大臣 

委員：内閣官房長官、特命担当大臣、法務 大臣、
厚生労働大臣、総務大臣等 

２ 所掌事務 
① 基本計画案の作成 

② 関係行政機関の調整 

③ 施策の推進、実施状況の検証・評価等 

 

・有識者で組織する。 

・基本計画案の調査審議、施策に関する重
要事項の調査審議、内閣総理大臣等への
建議等を行う。 

成年後見制度利用促進会議 成年後見制度利用促進委員会 
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成年後見制度利用促進委員会意見（平成２９年１月）のポイント 

・権利擁護支援が必要な人の発見と早期からの相談 
・後見人等を含めた「チーム」（注１）による本人の見守り 
・「協議会」等（注２）によるチームの支援 
・地域連携ネットワークの整備・運営の中核となる機関の必要性 
     ・広報機能（権利擁護の必要な人の発見、周知・啓発等） 
      ・相談機能（相談対応、後見ニーズの精査、見守り体制の調整等） 
      ・利用促進（マッチング）機能 
      ・後見人支援機能（チームによる支援、本人の意思を尊重した柔軟な対応等） 
      ・不正防止効果 

（２）権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり 

・後見制度支援信託に並立・代替するような新たな方策の検討 
（預貯金の払戻しについての後見監督人等の関与を可能とする仕組み） 

（３）不正防止の徹底と利用しやすさとの調和 

・財産管理のみならず、意思決定支援・身上保護も重視 
・適切な後見人等の選任、後見開始後の柔軟な後見人等の交代等 
・診断書の在り方の検討 

（１）利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善 

注１：福祉等の関係者と後見人等がチームとなって本人を見守る体制 
注２：福祉・法律の専門職団体が協力して個別のチームを支援する仕組み H２９年１月内閣府成年後見制度利用促進委員会事務局公表資料 
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（８）発達障害者支援施策の推進について 

１．発達障害者支援法の改正について 

 昨年の発達障害者支援法の改正により、 

 ①ライフステージを通じた切れ目のない支援を実施すること 

 ②家族なども含めた、きめ細かな支援を実施すること 

 ③地域の身近な場所で支援が受けられるよう支援体制を構築すること 等 

  が規定された。本改正の趣旨を踏まえ、下記の予算等も活用し、医療、保健、福祉、教育、労働、司法、警察な
ど様々な分野での発達障害者支援の一層の取組と関係機関の連携を進めていただきたい。 

２．平成２９年度予算案について 

  発達障害者支援法の改正を踏まえ、平成２９年度予算案において以下の事項について予算措置を講じたと
ころであり、各自治体においても必要な準備をお願いしたい。 

 （１）発達障害者支援地域協議会の設置について、地域生活支援事業の必須事業に位置づけ。 

 （２）以下の３事業について、５割の補助率を確保し質の高い事業実施を図る「地域生活支援促進事業」に位置
づけ。 

   ○ 発達障害者地域支援マネジャーの配置や家族支援体制の整備等を実施する発達障害者支援体制整
備の実施 

   ○ 発達障害の早期発見・早期支援の重要性に鑑み、地域のかかりつけ医等の医療従事者に対して国の
研修内容を踏まえた研修（かかりつけ医等発達障害対応力向上研修事業）の実施 

   ○ 以下をテーマとした発達障害児者支援開発事業（モデル事業）の実施 

      ・発達障害者の社会生活等の安定を目的として、当事者同士が行う活動等の支援手法の開発 

      ・医療、保健、福祉、教育、労働等の各分野間での連携による切れ目のない支援手法の開発 等 

－64－ 



発達障害者への支援のための体制整備    

 乳幼児期から成人期における各ライフステージに対応する一貫した支援を行うため、関係機関等によるネットワークを構築するとともに、発
達障害者支援地域協議会を設置し地域における発達障害者の支援体制に関する課題について情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化
を図るとともに、地域の実情に応じた体制整備について協議するとともに、家族支援体制の整備やアセスメントツールの導入促進のための
研修等を実施する。 
 また、市町村・事業所等支援、医療機関との連携や困難ケースへの対応を行うための「発達障害者地域支援マネジャー」を配置し、地域の
中核である発達障害者支援センターの地域支援機能の強化を図る。 

    

      

 
 

発達障害者支援地域協議会  

 

 

○家族支援のための人材育成 

 （家族の対応力向上） 
 ・ペアレントトレーニング 

 ・ペアレントプログラム 

 （当事者による助言） 
 ・ペアレントメンター  等                  

 

○当事者の適応力向上のための人材育成 

  ・ソーシャルスキルトレーニング 等     

 

○アセスメントツールの導入促進 
  ・Ｍ－ＣＨＡＴ、ＰＡＲＳ  等 
 

 

 

連携 

１）自治体内の支援ニーズや支援体制の現状 
   等を把握。市町村又は障害福祉圏域ごとの 
  支援体制の整備の状況や発達障害者支援 
  センターの活動状況について検証 
２）センターの拡充やマネジャーの配置、その 
  役割の見直し等を検討 
３）家族支援やアセスメントツールの普及を計画 

連携 

 

   １）住民にわかりやすい窓口の設置 

      や連絡先の周知 

２）関係部署との連携体制の構築 

（例：個別支援ファイルの活用・普及） 

３）早期発見、早期支援等（ペアレントトレーニング、ペアレントプログラム、ペアレント  

  メンター、ソーシャルスキルトレーニング）の推進    

  ・人材確保／人材養成 

  ・専門的な機関との連携 

  ・保健センター等でアセスメントツールを活用 

 都道府県・指定都市 

市町村 

研修会等の実施 

展開・普及 派遣・サポート 

 

 

 

○発達障害者支援センター 

・発達障害者及びその家族からの相談に応 

 じ、適切な指導又は助言を行う。（直接支援） 
・関係機関との連携強化や各種研修の実施に 

 より、発達障害者に対する地域おける総合的 

 な支援体制の整備を推進（間接支援） 
                

○発達障害者地域支援マネジャー 

  ・市町村・事業所等支援、医療機関との連携 

  及び困難ケースへの対応等により地域支援 

  の機能強化を推進 

 ※原則として、発達障害者支援センターに 

    配置 

 

 

相談、コンサルテーションの実施 

  平成２９年度予算案 ：２８７百万円 （地域生活支援促進事業） 
               地域生活支援事業４８８億円の内数 

 （平成２８年度予算 ：地域生活支援事業４６４億円の内数） 
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かかりつけ医等発達障害対応力向上研修事業   

かかりつけ医等の医療従事者 

国 

専門医等がいる病院 

国立精神・神経医療研究センター 

【指導者養成研修】（国の研修） 
・発達障害早期総合支援研修 

・発達障害精神医療研修 

・発達障害支援医学研修  

地
方 

専門医等の医療従事者 
都道府県・政令市 

 

 

 
  
発達障害児者と家族 

 
 
 

連携 

・初診の対応 

・重篤な症状の場合
専門機関の紹介 

・専門的な診療 

・症状が落ち着いた場合
かかりつけ医の紹介 

かかりつけ医等発達障害対応力向上研修事業は、発達障害における早期発見・早期支援の重要性に鑑み、最初に相談を
受け、又は診療することの多い小児科医などのかかりつけ医等の医療従事者に対して、発達障害に関する国の研修内容を
踏まえた対応力向上研修を実施し、どの地域においても一定水準の発達障害の診療、対応を可能とし、早期発見・早期支援
の推進を図る。 

地域の医療機関、診療所 

指導者養成研修 

平成２９年度予算案：４４百万円（地域生活支援促進事業） 
（平成２８年度予算 ：４４百万円） 

【本事業の補助対象】 

かかりつけ医等発達障害対応
力向上研修 
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発達障害児者の地域生活支援モデル事業                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発達障害者支援マネージャー 

（モデル事業の進行管理、情報収集等） 
企画・推進委員会 

（モデル事業の企画・推進等） 

    発達障害児者やその家族が地域で安心して暮らしていけるよう、支援手法の開発、関係する分野との協働による支援や切れ目

のない支援等を整備するためにモデル事業を実施し、これにより地域生活支援の向上を図る。 

審査・指導・助言・総括 

＜テーマ＞ 

① 地域で暮らす発達障害者に困り事が生じた時に発達障害者の特性を理解した上で地域や関係機関において適切な対応 

 を行うための効果的な支援手法の開発 

（例 トラブルが起きにくい地域作りや深刻なトラブルへの支援の方法など） 

中長期的な課題設定 
 発達障害児者が、地域住民等との間で課題や困り事が生じた際に当該課題の深刻化の予防、再発防止等の支援手法の開発及び社会生活等の
安定を目的として当事者同士が行う活動等の支援手法の開発並び発達障害者支援を効果的に行うため、医療、保健、福祉、教育、労働等の各分
野間での連携による切れ目のない支援手法の開発 

発達障害の地域生活支援モデル検討委員会 （国） 

② 発達障害者の社会生活等の安定を目的として、当事者同士の活動や当事者、その家族、地域住民等が共同で行う活動 

 に対する効果的な支援手法の開発 

（例 コーディネーター等を配置しての当事者同士の活動等への支援の方法など） 

【２９年度新規事項】 

③ ライフステージを通じて、切れ目なく発達障害者の支援を効果的に行うため、医療、保健、福祉、教育、労働等の分野間 

 で連携した支援手法の開発 

（例 情報共有ツール等を活用した支援の方法など） 

（都道府県・市町村） 

【２９年度新規事項】 

  平成２９年度予算案 ：５６百万円 （地域生活支援促進事業） 
 （平成２８年度予算 ：４８百万円） 
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【国における取組】 

○関係府省（内閣府、厚生労働省、文部科学省）大臣メッセージの発出 

○東京タワー・ライト・イット・アップ・ブルー 

   ・平成２９年４月２日（日） １８：１５～ 点灯式    
○世界自閉症啓発デー２０１６・シンポジウム（作品展示等） 
   ・日時  平成２９年４月８日（土）  １０：００～１６：３０                                       
   ・場所  灘尾ホール（千代田区）    

   ・主催  厚生労働省、日本自閉症協会 
   ・共催  日本発達障害ネットワーク他 （大会実行組織：世界自閉症啓発デー・日本実行委員会）  

                                                             

  

【国連における採択】 
〇平成１９年１２月、国連総会においてカタール国の提出した議題「４月２日を世界自閉症啓発デーに定める」決議をコンセンサス（無投票）採択。 
 決議事項 
 ・ ４月２日を「世界自閉症啓発デー」とし、２００８年以降毎年祝うこととする。 
 ・全ての加盟国や、国連その他の国際機関、ＮＧＯや民間を含む市民社会が、「世界自閉症啓発デー」を適切な方法によって祝うことを促す。 
 ・それぞれの加盟国が、自閉症のこどもについて、家庭や社会全体の理解が進むように意識啓発の取り組みを行うように促す。 
 ・事務総長に対し、この決議を全ての加盟国及び国連機関に注意喚起するよう要請する。 
〇平成２０年４月以降国連事務総長がメッセージを発出。併せて、世界各地で当事者団体等がイベント等を開催。 
  
（関連）平成２４年１２月、国連総会において、バングラディッシュ国が提出した議題「自閉症スペクトラム障害、発達障害及び関係する障害によって 
 受けている個人や家族、社会が必要とする社会経済的ニーズに取り組む」決議をコンセンサス採択。   
 

【背 景】 

【国内の啓発活動】（平成２９年度 開催予定） 

【全国各地の取り組み】 

○各都道府県等において、関係機関や関係団体等と連携しながら、名所旧跡のブルーライトアップ、シンポジウムやセミナーの開催等、

地域の実情に応じて創意工夫を図りながら、広く一般市民への関心を高めるような普及啓発を実施。 

 

これらの取組内容については、世界自閉症啓発デー・日本実行委員会WEBサイトに掲載。 http://www.worldautismawarenessday.jp  
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（９）医療的ケア児の支援体制の整備について 
 

○ 医療技術の進歩等を背景として、NICU等に長期間入院した後、人工呼吸器等を使用し、たんの吸引などの
医療的ケアが必要な障害児が増加している。 

 

○  医療的ケア児がそれぞれの地域で適切な支援を受けられるよう、先般の児童福祉法改正において、「地方
公共団体は、人工呼吸 器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある
障害児が、その心身の状況に応じた適切な保健、医療、福祉、その他の各関連分野の支援を受けられるよう、
保健、医療、福祉その他の各関連分野の支援を行う機関との連携調整を行うための体制の整備に関し、必
要な措置を講ずるように努めなければならない」と規定されたところである。 

 

○ 第５期障害福祉計画においては、成果目標及び活動指標として、以下の内容を盛り込む予定である。 
 

   【成果目標】   

    □医療的ケア児支援のための保健・医療・障害福祉・保育・教育等の関係機関の協議の場の設置 
       ・ 医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、平成３０年度末までに、各都道府県、各圏域及び   

各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場
を設けることを基本とする。 

 

   【活動指標】 
     医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、関連分野の支援を調整するコーディネー 
    ターとして養成された相談支援専門員等の各市町村への配置促進を図るため、次の活動指標を盛り込む    
    こととしている。 
 

     □医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数    
 

○ 各都道府県・市町村においては、早急に、医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場を設置し、対象
児童の把握も含め、各関連分野が共通の理解に基づき協働する総合的な支援体制を構築されたい。 

 

○ また、平成２９年度予算案において、新たに、「医療的ケア児支援促進モデル事業」を盛り込んだところであ
る。 
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地域における医療的ケア児の支援体制の整備 

○訪問診療や訪問看護等医療を受けながら生活 

 することができる体制の整備の確保 

○小児在宅医療従事者育成のための研修会の 

 実施                         等 

○障害児福祉計画等を利用しながら計画的 

 な体制整備 

○医療的ケアに対応できる短期入所や障害 

 児通所支援等の確保              等 

○ 医療技術の進歩等を背景として、NICU等に長期間入院した後、引き続き人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養など 
 の医療的ケアが必要な障害児（医療的ケア児）が増加。 

○ 平成28年5月25日成立・同年6月3日公布の「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部 
 を改正する法律」において、地方公共団体に対し、医療的ケア児が必要な支援を円滑に受けることができるよう、保健、医療、福祉等の各 
 関連分野の支援を行う機関との連絡調整を行うための体制整備に関する努力義務を規定（児童福祉法第５６条の６第２項）（本規定は公 
 布日施行） 
○ 「医療的ケア児の支援に関する保健、医療、福祉、教育等の連携の一層の推進について」（平成２８年６月３日関係府省部局長連名通 
 知）を地方公共団体等に発出し、連携体制の構築を推進。 

 

 

○母子保健施策を通じて把 

  握した医療的ケア児の保 

  護者等への情報提供 等 

 

医療関係 

 地方公共団体 

保健 医療 

障害福祉 保育 

教育 その他 

○保育所等、幼稚園、認定こども園

における子どもの対応や保護者の

意向、受入体制などを勘案した受入

や医療的ケア児のニーズを踏まえ

た対応       等 

○学校に看護師等の配置 

○乳幼児から学校卒業後までの  

 一貫した教育相談体制の整備 

○医療的ケアに対応するための  

 体制整備（看護師等の研修）等 

地方公共団体の関係課室等の連携 
 
○関係課室等の連携体制の確保 
○日頃から相談・連携できる関係性の構築 
○先駆的に取り組んでいる地方公共団体 
 の事例を参考としつつ推進      等 

関係機関等の連携 

 
○協議の場の設置 
○重症心身障害児者 
 等コーディネーターの  
 配置         等 

教育関係 

障害福祉関係 

保健関係 保育関係 
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医療的ケア児支援促進モデル事業                               
                                                               

平成２９年度予算案：２３，７０８千円 

 
○ 医療技術の進歩等を背景に、医療的ケアを必要とする障害児（重症心身障害児含む。以下「医療的ケア児」という。）は増 
 加傾向にあるが、日中一時支援及び障害児通所支援事業所等（以下「事業所等」という。）で医療的ケアができる環境整備が 
 されていないことや事業所等に配置されている看護師等の人材が医療的ケア児に対応できない場合が多いこと等により、医療 
 的ケア児の受入れ場所が少ない状況にある。このため、事業所等において医療的ケア児の受け入れを促進し、必要な支援の提 
 供が可能となる体制を整備し、医療的ケア児の生活の向上を図る。 

目  的 

（１）事業所等での受け入れ促進 
   事業所等における看護師や喀痰吸引研修受講者の配置を促進し、受入体制を構築する。 
（２）併行通園の促進 
   障害児通所支援事業所に通所する医療的ケア児について、保育所等との併行通園を提案し、受入のための調整や事前準備及び受入の際

のバックアップを行う。 
（３）人材育成 
   医療的ケア児の支援経験がない事業所等の職員に対して、医療的ケアの知識・技能習得のための研修を実施する。 
（４）体制整備の促進 
   地域の子ども・子育て会議や自立支援協議会等において、医療的ケア児の日中活動支援について検討することを推進する。 
  その際、緊急時の対応マニュアルの作成、主治医指示書の取り決め等についての検討も推進する。 

事業内容 

（２）併行通園の促進の例 

併行通園 

障害児通所支援事業所 

保育所等 

障害児通所支援事業所に
通いつつ、保育所等の通
園を目指す 

馴染みのある事業所
職員等が同行し、保
育所等での受入を
バックアップ 

同行 

看護師の派遣等 

医療的ケアのできる看
護師の派遣等により、保
育所等内で医療的ケア
を実施 

連携・協力 
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平成29年障害福祉サービス等経営実態調査（案） 
厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 

 
 

※「調査対象となった障害福祉サービス等」とは、このページ右上のラベルに記載のサービスを指します。 
 

問１．調査対象となった障害福祉サービス等の活動状況について、該当する番号に○をつけてください。 

 １．平成28年度の当初又はそれ以前から活動中 

 ２．平成28年度の途中から活動中 

 ３．休止中（平成28年度にサービス提供実績がない場合も含む） 

 ４．平成28年度末までに廃止 
 

☞１と回答された場合（調査対象サービスが平成28年度の当初又は

それ以前から活動中）は、以下の項目に沿って回答を進めてくだ

さい。 

☞２～４と回答された場合は、以降は回答不要です。このまま

調査票を返送してください。 

 

住所・法人名・事業
所名の確認 

調査票1ページの右上に貼り付けられたラベル記載の法人名、法人本部住所、事業所名、事業所住所に誤りがある場
合、下欄に正しい情報を記載してください。（誤りがない場合は記載不要です。） 

法人名  
法人本部 

住所 

 

事業所
名 

 
事業所 
住所 

 

調査票に関する問合

せ電話 
－     － 

調査票に関する

問合せＦＡＸ 
－     － 

調査票に関する問合
せメールアドレス 

            ＠ 

調査票に関する問合

せ担当者 

部署 

役職 
 

(フリガナ) 

氏 名 
 

事業所設立年月 西暦［       ］年［     ］月 

経営主体 
 
該当する番号1つに○を

つけてください。 

１．都道府県、市区町村、一部事務組合（公設公営） 

２．都道府県、市区町村、一部事務組合（指定管理） 

３．社会福祉協議会 

４．社会福祉法人（社会福祉協議会以外） 

５．医療法人 

６．営利法人（株式・合名・合資・合同会社） 

７．特定非営利活動法人（ＮＰＯ） 

８．国、のぞみの園、独立行政法人国立病院機構 

９．独立行政法人（のぞみの園、国立病院機構以外） 

10．その他の法人（社団・財団、農協、生協、学校等） 
 
この調査は報酬改定の基礎資料となる重要なものです。正確な統計を作るため 
にも、漏れなくご回答いただきますようご理解・ご協力をお願いします。 

【提出期限：平成 29年●月●日（●）までに提出をお願いいたします】 

統計法に基づく国の統計
調査です。調査票情報の秘
密の保護に万全を期しま
す。 

統計法に基づく一般統計調査 

（１０）平成29年障害福祉サービス等経営実態調査の実施について 

１．調査の目的：各サービス施設・事業所の経営状況を把握し、次期報酬改定に必要な基礎資料を得る。 
２．調査時期及び公表時期：  
 （１）調査時期 平成29年 ５月（平成28年度決算額を調査）  
 （２）公表時期 平成29年10 月（予定） 
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